
社会状況の変化を踏まえ、新条例を全国に先駆け制定

○ 東京都受動喫煙防止条例
 「従業員のいる飲⾷店は原則屋内禁煙」など、「⼈」に着⽬し、国を上回る基準を設定
 令和２（2020）年４⽉の全⾯施⾏に向けて、飲⾷店や区市町村への⽀援を展開

○ 東京都子供への虐待の防止等に関する条例
 保護者による体罰禁⽌などを明記（都道府県初）
 児童相談所の体制強化や、SNSを活⽤した相談など、虐待防⽌に向けた取組を強化

 都道への電柱新設の原則禁⽌などを明記（都道府県初）
 無電柱化を強⼒に推進するため、平成29（2017）年度予算で700億円の基⾦を設置

○ 東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例

 ＬＧＢＴへの理解や、ヘイトスピーチに対する規制を規定（都道府県初）
 区市町村のみならず全国へ波及させ、オリンピック憲章の理念を実現

○ 都民の就労の支援に係る施策の推進と

ソーシャルファームの創設の促進に関する条例
 就労困難者を多く受け⼊れる「ソーシャルファーム」の認証制度（都道府県初）
 「ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）」の考え⽅に⽴って就労⽀援

○ 東京都無電柱化推進条例


